
火葬炉運転業務委託仕様書 

 

 本仕様書は南部広域市町村圏事務組合（以下「組合」という。）が発注するいなんせ斎苑の火

葬炉運転業務委託に適用する。 

 

１ 業 務 名  令和５年度～令和７年度いなんせ斎苑火葬炉運転業務委託 

２ 履行場所  浦添市伊奈武瀬一丁目７番５号 いなんせ斎苑      

３ 履行期間  令和５年４月１日から令和８年３月 31日まで 

４ 総 則 

  １）基本的事項 

  火葬炉運転業務の実施に当たっては、火葬業務の機能を達成できるように本仕様書、契              

 約書及び組合の指示に忠実に従い能率的、経済的かつ完全に業務を履行すること。 

   

２）一般事項 

① 業務時間は 8時 30分から 17時 15分までとする。ただし、組合が特に必要があると認

めたときは、これを変更することがある。 

② 休業日は 1月 1日と旧暦 7月 15日の年 2日とする。 

③ 業務に必要な用具・器具等の備品、作業服等の消耗品は受注者の負担とし、その補修

更新等すべて受注者が行うものとする。（別表参照） 

④ 火葬炉運転及び整備に必要な燃料、油脂類等については、組合が支給する。 

⑤火葬炉運転業務以外の他の業務とは密接な連携をとり、遺漏のないよう実施するものと

する。 

⑥ 必要箇所の鍵の保管受け渡しについては十分注意して行うものとする。 

⑦ 受注者は、業務上知り得た内容を他に漏らしてはならない。 

⑧ 業務中に来苑者から施設内のことで質問を受けた場合は、自らの知り得る範囲内で親

切かつ正確に返答する。 

⑨ 業務が完了したときは、速やかに業務日報を提出し、組合の承認を受けなければなら

ない。また、月間業務報告書を翌月の 5日までに提出するものとする。 

⑩ 受注者は、従事者名簿をあらかじめ組合に提出し、承認を得るものとする。 

⑪ 受注者は、地震などの自然災害又は事故等により、いなんせ斎苑の利用が著しく増加

する場合及びいなんせ斎苑の機能に重大な支障が発生した場合に備えて、従事者全員の

非常招集ができる体制を確立し、その体制を組合に提出するものとする。 

⑫ 受注者は毎月 20日までに翌月の勤務予定表を提出し、承認を得ること。 

⑬ 業務の遂行は、あらかじめ承認を受けた 3名による常時複数名のシフト勤務とする。 



   ⑭ 台風、地震などの自然災害又は事故等、緊急の事態についての対応は、いなんせ斎苑

所長の指示に従うものとする。 

 

５ 業務内容 

１）炉裏業務 

① 火葬炉（８基）及びバグフィルター（４基）の日常点検及び整備 

② 火葬炉（８基）及びバグフィルター（４基）の小修理及び消耗器材の交換 

③ 排気ガスの常時監視及び異常時の対応 

④ 火葬炉運転制御コンピューターの操作及び調整・点検 

⑤ 火葬に関する記録及び集計 

⑥ 情報表示装置の日常点検 

⑦ 残灰・飛灰集塵装置の点検調整及び残灰・飛灰の保管 

⑧ 炉内及び台車の準備（架台の設置及び保護材の散布） 

⑨ 火葬開始から火葬終了までの状態確認 

⑩ 火葬冷却後の架台の撤去及び焼骨の整理 

⑪ 炉裏業務施設内の清掃及び炉裏側の敷地内の清掃 

 

２）運転操作等 

① 受注者は、業務の履行に必要な各機器（以下「設備等」という。）の機能等を十分理解

するとともに、運転操作及び監視等を適正に行うものとする。 

② 受注者は、常に従事者の教育訓練等を行い、円滑な受注業務の運営に努めなければな

らない。 

 

３）点検及び整備 

① 受注者は、設備等の日常点検を毎日実施し、その結果を組合に報告しなければならな

い。 

② 受注者は、点検の結果、設備等に異常箇所が発見された場合には、直ちに組合に報告

し適切な措置を講じ、常に正常に運転できるよう整備しなければならない。 

③ 受注者は、設備等の軽易な故障は組合に報告し、受注者において修理及び補修するも

のとする。 

④ 受注者は、設備等の故障若しくは事故が発生したとき、又はその恐れのある場合は、

直ちに組合に報告するとともに応急対策を講じなければならない。 

 

４）地下タンク及び地下埋設配管の点検 

危険物取扱資格取得者による消防法第 14 条の 3 の 2 及び消防危第 33 号（平成 16 年 3



月 18 日消防庁危険物保安室長通知）による地下タンク及び地下埋設配管の定期点検及

び報告 

 

５）火葬炉運転システム定期保守点検 

① 保守の際、必要があれば受注者は組合の担当者にシステムの取扱方法及び操作方法

を指導すること。 

② 正当な理由による製品の改善要望に対する該当システムの改変 

③ 電話、ＦＡＸ等による機器の取扱い方法及び操作方法の質疑応答 

④ 必要な場合の環境の再設定 

⑤ データに障害が発生した場合の原因調査及び可能な限りのデータ復旧 

                                                                       

６）安全確保の措置 

受注者は、労働災害防止関係法令の定めるところにより、常に安全確保に注意し、必

要な措置を講じて労働災害の防止に努めなければならない。特に、残骨及び飛灰の取り

扱いに当たっては、ダイオキシン類対策特別措置法の趣旨に鑑み飛散防止に努めるとと

もに防塵マスク、手袋の着用のほか、粉塵の付着しにくい作業服を着用するなど常に安

全確保に努めること。 

 

７）業務の引き継ぎ 

受注者は、業務を円滑に移行するため、前年度の受注者から契約の効力発生の日まで

に業務の引き継ぎを受けるものとする。 

 

８）その他 

この仕様書に定めのない事項については、組合及び受注者双方協議して定める。 

 

別表  受注者の負担とする消耗品等一覧表 

・事務用品、消耗品等事務に要するもの一切 

・作業服、作業帽、作業靴、名札等 

・作業計画書、作業日報、月間報告書等一切 

・その他、この業務に関連して必要とするもの 

 

 


